
災害時公衆衛生ことはじめ 
－広域災害時における公衆衛生支援体制（DHEAT）の普及及び保健所における受援体制の検討事業

（髙山班）報告－ 2017.1.31                 大阪府茨木保健所長 髙山 佳洋 
髙山班研究の背景 
・厚生科学研究や全国衛生部長会災害時保健医療活動標準化委員会等で、DHEAT の制度化提唱 
・保健所長会でも、災害時も含めた保健所の健康危機管理調整機能の標準化に向けた事業を実施 
しかしながら、大規模災害への備え、DHEAT の理解と受け入れに温度差、取り組みに濃淡あり 

初年度の取り組み 
厚生科学研究（古屋班）（DHEAT 機能、受援体制の内容の検討）及び全国衛生部長会災害時保健医療

活動標準化委員会（法制度の検討）と連携し、保健所連携推進会議等を活用し 
・保健所の大規模災害時への備えの体制整備の基本的プロセスを明確化 
・全国の保健所における取り組みの実態把握 
・保健所として、大規模災害時の備えの体制整備に段階的、計画的に取り組めるガイドライン試作 
・保健所連携推進会議で研修し、持ち帰っての実践を呼びかける 
熊本地震の検証からの学び 
・医療ニーズに比して保健福祉ニーズが多大で、保健所活動を通じた市町村支援が重要 
・早期から公衆衛生の専門家も交えた、医療救護を包含した、保健医療支援調整活動の必要性をあら

ためて確認 
・多くの外部支援チームと被災地の保健衛生活動の効果的な連携の調整のため、保健所がゲートキー

パーとなる受援体制構築、派遣元からの分析評価、戦略指南等の後方支援が重要 
・寄り添い後方支援隊 ML の試みで、後方からの現場認識、追体験、情報・ノウハウ提供の支援可能 
大規模災害時への保健所の備えの現状と、それを踏まえての取り組み 
・マニュアル整備や所内対応訓練にとどまり、対外的な医療救護や避難所への公衆衛生支援や情報シ

ステムの実践的な訓練はこれからの課題 
・熊本地震の検証からの学びを加味し、大規模災害時への備え、受援体制構築の全体像を整理 
・保健所の取り組みは身の丈に合った受援体制の整備にアクセントを置き、ガイドラインを進捗度に

あわせた PDCA サイクルを回す指針となるよう再構築、その動機付けにつながる研修内容を検討

DHEAT 基礎編ブロック研修とセットで相乗効果をめざす。 
災害時公衆衛生ことはじめで見えたこと 
１）大規模災害時への備え、受援体制構築の全体像の理解は、地域保健法基本指針に基づく保健所機能

の再発見と活性化に直結する「保健所機能のルネッサンス」であり、保健所職員のモチベーション

を高める重要な好機 
２）平時からの協働のない組織（市町、防災部局等）との災害時連携の調整は困難だが、内閣府の示す

ガイドラインや報告書を援用し、広域防災訓練が調整を進める好機 
3）大規模災害時の健康危機管理を迅速に適切に実行できる人材の育成には、被災地支援に実働した

経験知の蓄積と継承の効果が絶大（神戸市）であることから、DHEAT 研修によって育成した人材

が、様々な被災地支援に派遣される現場経験と、派遣元からの情報・ノウハウ提供、情報・情勢

分析、戦略指南等の後方支援経験のいずれもが、即戦力となる人材育成に重要であり、災害時支

援・受援の経験知の全国的な共有に資する（DMAT と同様）。 



大 阪府茨木保 健所長 髙山 佳 洋

平成29年1月31日

災害時公 衆衛生こ と は じ め

ー 広域災害時に お け る 公 衆衛生支援体 制
（DHEAT）の 普及 及 び 保 健所に お け る 受 援体 制 の

検討事 業（髙山班）報 告 ー



研究事 業の 背景

・東日本大 震災後、広域大 規模災害（原 子力 災害を 含 む ）時公

衆衛生活動 支援に つ い て 、 こ れ ま で 、 厚 生科学研究や 全 国

衛生部長会 災害時保 健医療活動 標準化委 員 会 等で 、検討さ れ

DHEATの 制 度化が 提唱 さ れ た 。

・保 健所長会 で も 、地域保 健総合 推進事 業に お い て 、災害時も

含 め た 保 健所の 健康危 機管理調整機能の 標準化に 向 け た

事 業が 実施さ れ た 。

し か し な が ら 、

・被害想定 の 地域差、公 衆衛生医師等の 人 材と 機能の 質量の

バラ ツキ に よ り 、 大 規模災害へ の 備え 、DHEATの 理解と 受 け

入 れ に 温度差が あ り 、 そ の 定 着普及 に は ま だ ま だ 至っ て い な い

状況が あ っ た 。



初 年度の 取 り 組み

厚 生科学研究（古 屋班）及 び 全 国衛生部長会 災害時保 健医療活動 標準化
委 員 会 と 連携し な が ら 、 保 健所連携推進会 議等を 活用し 、

・DHEATの 研修内容と 先進地域で の 取 り 組み か ら 、 保 健所の 大 規模災害
時へ の 備え の 体 制 整備の 基本的プロセスを 明ら か に する 。

・全 国の 保 健所に お け る 取 り 組み の 実態把握の た め に 、アンケー ト
調査を 実施する 。

・保 健所と し て 、 初 歩か ら 大 規模災害時の 備え の 体 制 整備に 段階的、
計画的に 取 り 組め る よ うに 、企画調整の プロセスを ガイドラ インに ま と め る 。



アンケー ト調査の 回答状況
～平成28年度

か 所数 回収率

都道府県型の 保 健所 306 84.1 %

都道府県型以外の 保 健所 72 62.1 %

政令指定 都市 20

中核市 38

保 健所政令市 3

特別区 11

合 計 378 78.8 %



災害時の 保 健所対応に つ い て 、以下の マニュアル準備さ れ て い る か ？
0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療救護活動

保 健師活動

こ こ ろの ケア

行政栄養士…

医薬品等供給

衛生関係

は い 計画中 今後計画 未定

ICS/IAP/ACシステムに つ い て 知っ て い る か ？

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容理解 聞い た 事 あ り な い

ICS/IAP/ACに つ い て 、下記関係者に 対し て 研修を 行っ て い る か ？

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

は い 検討中 予定 な し 未定

１）貴保 健所内で

２）貴保 健所の 設置
自治体 内で

３）地域の 関係機関
と （医師会 、医療
機関、市町村等）



保 健所管内に 災害医療コー ディネー タは 任命さ れ て い ま すか ？

「は い 」の 場合 、災害医療コー ディネー ター と 保 健所の 役割が 明確に な っ て い る か ？

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

は い 計画中

関係機関と 災害対策を 話し 合 う協議会 、訓練を 通じ て 、発災時に 必要な 連携調整に つ い て 話し 合

え る 「顔の 見え る 関係づくり 」を 進め て い る か ？

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

は い 検討中 予定 な し 未定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

は い 計画中 今後計画 未定

災害拠点病院と 発災時の 対応に つ い て 協議を し て い ま すか ？

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

は い 計画中 今後計画 未定



0% 20% 40% 60% 80% 100%

1a 1b 2a 2b

日本医師会 災害医療チー ム（JM AT）や 災害派遣精神医療チー ム（DPAT）
な ど医療支援チー ムの 受 け 入 れ 調整窓口を 決め て い ま すか ？

0% 20% 40% 60% 80% 100%

は い 計画中 今後計画 未定

「は い 」の 場合 、具体 的な 窓口は どこ で すか ？

1-a.都道府県ま た は そ の 機関と し て の 保 健所、
1-b.都道府県ま た は そ の 出先機関と し て の 保 健所以外の 部局、
2-a.市町村ま た は そ の 機関と し て の 保 健所、
2-b.市町村ま た は そ の 機関と し て の 保 健所以外の 部局）

避難所の 保 健活動 （保 健師や 栄養士の 活動 、食品・環境衛生な ど）に つ い て 、
保 健所の 役割が 明確に な っ て い る か ？

0% 20% 40% 60% 80% 100%

は い 計画中 今後計画 未定



訓練は で きて い ま すか ？
0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員参集訓練

HC初動対応訓練

避難所等へ の 派遣訓

練

避難所保健衛生活動

EMIS訓練

医療救護班訓練

医療コー ディネー ト訓練

医薬品要請・調達

は い 計画中 今後計画 未定

今後、DHEAT研修会 が 開催さ れ た 場合 、所長や そ の 他保 健所職員 を 参加さ せる 意向 が あ る か ？

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１）保健所長

２）そ の 他保 健所職員

は い 計画中 今後計画 未定 い い え



アンケー ト結果ま と め

○大 規模災害時へ の 保 健所の 備え は 、 全 国的に み れ
ば依然と し て マニュアル整備や 所内対応訓練に と どま
り 、対外的な 医療救護や 避難所へ の 公 衆衛生支援や
情報 システムの 実践的な 訓練は こ れ か ら の 課題と し て
残さ れ て い る

○避難所・救護所に 対し て の 保 健所の 係わり方を 含 め
訓練を 計画的に 実施する こ と 、 D HEATを 知り 、 受 援体
制 の 整備を 進め る こ と 等は 、今年度か ら 開始さ れ た
DHEAT研修へ の 参加意向 が 増大 し た こ と か ら 、本研
究班の ガイドラ イン試案を 改訂し 、保 健所連携推進会
議を 活用し た 研修会 等を 通じ て 、理解を 広め 、マニュア
ルや 訓練に 反映さ れ る よ う実践を 推奨する こ と が 定 着
普及 に 効果的と 考え ら れ る



熊本震災経過（４月２０日ま で ）

４月１４日 午後９時２６分、熊本県益城町で 震度７

４月１６日 午前１時２５分、益城町な どで 震度７（本震）

４月１７日 余震相次ぐ。避難者は 熊本、大 分両県で 最
大 約１９万６０００人

４月１８日 物資不足深刻。「車中泊」女性が エコノミー
クラ ス症候群で 死亡



熊本地震等、過去の 震災の 教訓

検証 ⇒ どう生か すか ？

そ れ ぞれ の レベルで
具体 的に 何か ら 行動 する か ？



熊本地震の 検証か ら 学ぶ１

•DMATロジスティックチーム、災害医療コーディネ
ートサポートチームが、県庁医療救護調整本部にお
いて、医療救護班による急性期医療から保健衛生活
動に至る活動の調整を仕切った。各地域本部は保健
所に拠点が置かれた。

•医療ニーズに比して保健福祉ニーズが多大で、医療
救護班が柔軟に保健支援に対応し、亜急性期以後は
保健所を中心とした調整体制が確立し医療救護調整
本部は、外部からの支援をまとめ、中の資源につな
げる役割を担ったが、早期の組織立ち上げが適切に
行われず混乱が長引いた地域もあったことから、早
期から公衆衛生の専門家も交えた、医療救護を包含
した、保健医療支援調整活動が必要であると認識さ
れた。



指揮命令系統の 混乱
－大 阪府公 衆衛生スタッフの 熊本支援の 総括か ら －

○医療救護と 保 健衛生の 組織的な 連携が 不十分

• 医療チー ムが 司令塔に な り 、医療活動 の 調整に あ た る が 、
感染症対策等保 健衛生活動 の ニー ズが む し ろ大 きか っ た 。

• 保 健衛生（福祉）活動 は 、町の 統括保 健師が 中心で 県本庁の 保 健師が 支援する
形で 統括する も 、 保 健所と し て の 公 衆衛生機能の 指揮が 相対的に 弱か っ た 。

○災害対策本部に お け る 保 健医療福祉部門の 位置づけ 不十分

• 災害対策本部は 別途設定 さ れ 、関西広域連合 も 支援し 、保 健・医療・福祉連絡員
を 配し た が 、現場か ら の 改善要望へ の 対応に 遅れ が 発生
（例：食料の 保 管場所が 不適切な た め 、鼠害発生後に よ うや く適正化）



熊本地震の 検証か ら 学ぶ２

•避難所アセスメントシート（全国保健師長会熊本県版に後日一
本化）の標準化、電子化(EMIS、H-Crisis）と結果の活用に課題
を残した。

•DHEAT機能として、保健所活動を通じた市町村支援が重要であり
公衆衛生マネジメントは、平時の保健所の本来業務の災害時の
応用で機能することが評価された支援内容から確認できた。

•保健師業務の支援におけるマネジメント支援、フェーズ毎の先
を見通した支援、ロードマップの提示の重要性が認識された。

•派遣スタッフを指南する後方支援体制の果たした役割が評価さ
れた。



熊本地震の 検証か ら 学ぶ３

•多くの外部支援チーム（課題掘り起こしが過大にな
りがち）と被災地の保健衛生活動の効果的な連携の
調整が重要であったが、保健所（DHEAT支援）がゲ
ートキーパーとなる受援体制構築が重要である。

•公衆衛生マネジメントは、急性期には災害時体制（
保健所内と外部を交えた医療救護体制）の立ち上げ
支援、亜急性期には状況やフェーズを見据えての、
専門業務支援が重要であったが、指示待ちの単なる
「寄り添い」支援は不要。（寄り添い支援は、支援
者の心得のあり方を示すキーワードだが、語感から
は誤解を招きやすい）

•マネジメント支援には、同じ県内や近隣県の非被災
地の保健所からのDHEAT支援が、合理的（豪雨等の
局地災害や健康危機にも）であるが、熊本地震や東
日本大震災では体制が無かった。大分県や長崎県に
ならって熊本県でも県内DHEAT創設を検討中。



熊本地震の 検証か ら 学ぶ４

•熊本市と熊本県とで、早期に情報共有や協
働した連携が取れず、課題を残した。

•法的根拠のあいまいさや費用弁償等の法制
度、手続きをわかりやすく示す必要。

•夜間帰還する避難住民への準夜帯対応を地
元職員が主としてカバーし、疲弊をもたら
したことや、ペット同伴のための車中泊対
応が課題。今後、都市部では不可避。



大 規模災害時へ の 保 健所の 備え
の 現状を 踏ま え て の 取 り 組み

• 熊本地震の 検証か ら の 学び を 加味し 、大 規模災
害時へ の 備え 、 受 援体 制 構築の 全 体 像を 整理

• 身の 丈に 合 っ た 受 援体 制 の 整備を 目標に 、ガイ
ドラ インを 保 健所の 取 り 組み の 進捗度に 沿っ た
PDCAサイクルの 指針と な る よ う再構築、そ の 動
機付け に つ な が る 研修内容を 検討

• DHEAT基礎編ブロック研修（支援中心）と 保 健

所連携推進会 議研修（受 援中心）と セットで 相乗
効果を め ざす。



DHEATが 支援する 保 健所機能

• 期間：急性期か ら 慢性期ま で の

• 対策３本柱：「医療提供体 制 の 再構築お よ び 、

避難所等に お け る 保 健予防活動 と 生活環境

衛生の 確保 」に 係る

• 役割・機能：情報 収集、分析評価、連絡調整

等の 効果的、効率的な マネジメント

• 目的：「防ぎえ た 死と 二次的な 健康被害」を

最小化



DHEATが 支援する 保 健所機能と 外部支援の 全 体 像

①医療提供
体 制

③対人 保 健
（保 健予防）
・感染症
・精神
・難病等

④対物保 健
（生活環境衛生）

②対人 保 健
（保 健予防）

⑤対物保 健
（生活環境衛生）

保 健所機能

市町村支援

DMAT他
医療支援チー ム
①の プレー ヤー

従来の 保 健師支援チー ム
②の プレー ヤー 支援

（県→市町村、県→保 健所→市町村）

（例）神戸市の 支援
②の マネジメント支援

（例）東京都、宮城県
新潟県、福島県・・・？

（例）宮城県、・・・

下記の 保 健所業務全 体 の マネジメント

DHEAT的（佐賀）
下記の マネジメントも 実施

災害医療
コー ディネー タ
①の マネジメント

（例）○○県？

（注）地域保 健法の 機能分担に よ り 、平時の 県
型保 健所業務の 多くは マネジメント。地域住民
へ の 直接サー ビス（プレー ヤー 業務）は 市町村
主体 で 、専門業務や 間接支援の み

DPAT



所内対応整備（梅）

• マニュアルの 整備

• 参集訓練

• 初 動 組織立ち上げ（ICS）：Command & Control，Safety

• 情報 収集・伝達ルー ト確認:Communication

• 関係機関と 連携し た 安否確認と 迅速評価:Assessment

E-MIS代行入 力

精神科も 含 め た 全 病院の 被災状況

透析、人 工呼吸器装着患者、出産

医科、歯科診療所、薬局の 被災状況

医療救護所、避難所、福祉避難所の 立ち上げ状況



保健所内災害対策本部の急性期の業務

○保 健所職員 の 安否確認、職員 の 緊急招集

○保 健所の 被災状況（ラ イフラ イン、倒壊等）把握

○連携体 制 の 構築（通信機器の 確保 、関係機関へ の 連絡）

○災害に 関する 情報 収集、地域の 被災状況に 関する 情報 収集

○医療機関の 被害状況の 把握

・管内の 医療機関等の 被災状況（ラ イフラ イン、倒壊、受 入 患者状況な ど）の 把握

・EM ISへ の 病院被災状況入 力

○避難所状況の 把握

・避難所設置場所・数の 把握等の 初 期評価

○ニー ズの 把握と 支援調整

・収集さ れ た 上記情報 の 分析と ニー ズ把握

・ニー ズ対応の た め の 関係機関と の 調整

○支援組織、チー ムの 応援要請及 び 活動 調整

・DHEAT、 保 健師チー ムの 要請及 び 活動 調整

・医療救護班（地元医師会 、JM AT、日赤な ど）の 要請及 び 活動 調整

・保 健医療支援組織（DPAT、 JRAT、栄養士会 等）の 要請及 び 活動 調整





組織横断的な 指揮調整の 場の 整備（竹）
• 亜急性期以後の、保健所を中心としたハブ機能の確立

保 健所の 専門業務（感染症・精神・難病等保 健予防と 生

活環境衛生、地域医療調整）を 通じ た 市町村支援体 制 （対

人 ・対物保 健）

DMATから引き継ぐ地域災害医療対策会議の立ち上げ

災害医療コーディネーター、JMAT等関係者と

の協働による医療・保健・福祉調整:滋賀県資料

外部支援者と の 協働と ゲー トキ ー パー 機能:広島県資料

・アセスメントと PDCAの た め の 情報 把握様式と ICTシステム

既存の システム確認、見え る 化に H-CRISIS等活用

・県内DHEAT創設：大 分県、長崎県資料







災害医療本部

都道府県（災害対策本部）

【超急性期 （～48時間）～移行期（～約5日間）】

DMAT

DMAT事 務局

DMAT活動 拠点本部
（統括DMAT）

参集

地域災害拠点病院

要請

D M A T
SC U本部

連携

厚 生労働省

連携EMIS
入 力

連携

厚 生労働省

避難所支援
巡回診療

派遣

医療機関 被災現場

派遣申出 派遣要請

報 告
（現場の 状況）

日本医師会 、 大 学病院、赤十字病院、
国立病院機構、日本病院会 、

全 日本病院協会 、日本歯科医師会 、
日本薬剤師会 、日本看護協会 等

要請

派遣派遣

D M AT都道府県調整本部
（統括DMAT）

連携

連携

連携

【中長期～ 】

連携情報
提供

保 健所又は 市町村単位

地域災害医療対策会 議（仮称）

各地域単体 で の 調整（郡市医師会 、歯科医師会 、薬
剤師会 、看護協会 等の 医療関係団体 お よ び 地域災害
拠点病院も 含 め た 医療機関等）、コー ディネー ト機能
を 担う。

DMAT

DMAT

厚 生労働省

日本医師会 、日本歯科医師会 、日本薬剤師会 、
日本看護協会 、 全 国医学部長病院長会 議、
日本病院会 、 全 日本病院協会 、赤十字病院等

国立病院機構等

災害医療本部

派遣調整本部（仮称）

都道府県医師会 大 学病院

基幹災害拠点病院 そ の 他関係機関

各地域か ら の 医療ニー ズを 把握し 、救護班等の
調整を 行うコー ディネー ト機能も 有する 。

情報
提供

連携

保 健所又は 市町村単位

地域災害医療対策会 議（仮称）

各地域単体 で の 調整（郡市医師会 、歯科医師会 、薬
剤師会 、看護協会 等の 医療関係団体 お よ び 地域災害
拠点病院も 含 め た 医療機関等）、コー ディネー ト機能
を 担う。

被災者健康支援連絡協議会

派遣 報 告

医療機関 避難所
仮設診療所

派遣
報 告

（現場の ニー ズの
把握を 含 む ）

派遣申出 派遣要請

要請

報 告
（現場の 状況）

報 告
（現場の 状況）

都道府県（災害対策本部）

派遣調整本部（仮称）

都道府県医師会 大 学病院

基幹災害拠点病院 そ の 他関係機関

各地域か ら の 医療ニー ズを 把握し 、救護班等の
調整を 行うコー ディネー ト機能も 有する 。

「熊本地震報 告 」国立病院災害医療センター 災害医療部 厚 生労働省ＤＭＡＴ事 務局
第 ４回 医療計画の 見直し 等に 関する 検討会 平成２８年９月９日資料の 一部改変



平時か ら 災害時の 医療対策を 関係者で 協議
（平時の 関係性が 重要）

保健所又は市町村単位に

地域災害医療対策会議
（仮称）を設置

各地域単位での調整（郡市医師
会、歯科医師会、薬剤師会、看護
協会等の医療関係団体及び災害
拠点病院も含めた医療機関等）、

コーディネート機能を担う。

災害対策本部と２本立て
になっている場合が多い

ことが課題！

（災害医療等のあり方に関する検討会報告書より抜粋）



地域災害医療対策会 議と 保 健所
• どこ に 、保健所又は市町村にとあるが➡

保 健所が DMATか ら 引き継ぎ、災害対策本部と の 連携・協働、パイプ確保 に 留意
する な ら 、市町村単位に 立ち上げが 必要で は な い か ？

• どの よ うな ➡
熊本県ADOROの よ うに 、すで に 災害医療システムイメー ジが あ れ ばベスト、無け
れ ば、新型インフルエンザ対策調整会 議を 改編し て 平時に 準備。

市町村単位に 、災害医療コー ディネー タの 調整で 、組織横断的な 統合 指揮の 場

保 健所は 情報 の ハブ機能、分析評価（見え る 化）、対策の 企画（ロー ドマップ）立

案、後方へ の 支援要請、資源調達機能を 担保 し た 広域・大 規模支援、後方支援

支援、受 援の イメー ジを 平時に 調整し て 協定 等で 確認

• ICSの 初 動 組織図は どう発展さ せる か 、職員 参集が 一段落し た 後、保 健所既存組

織とどう整合させるか➡
実行部門：災害時の 保 健予防、生活環境衛生業務は 、保 健所BCPと 市町村業務

中心に 再構築、外部専門家支援を つ な ぐハブ機能も 想定 し た 組織図を 平時に 作
成（新型インフルエンザ等感染症対策ネットワー ク会 議、BCPを 参照）

• 外部支援者の ゲー トキ ー パー 機能は ➡
市町村と 保 健所の 外部支援者受 援窓口の 確認と 調整、見え る 化、受 援対象業務
を 明確化（アクションカー ド、受 援シー ト作成）



竹か ら 松へ の 調整の ステップ、要素

• 市町村と の 調整（支援・受 援体 制 の 構築）
保 健センター （統括保 健師、保 健所リエゾン）
危 機管理部局（災害対策本部と の 協働）
住民自助防災力 の 向 上支援(避難生活で の
保 健予防、生活環境衛生の 啓発)
市町村防災計画の 改訂

• 医療機関等と の 調整（支援・受 援体 制 の 構築）
災害医療コー ディネー ター 、災害拠点病院
（DMAT活動 拠点本部、DPAT）
医師会 （JMAT）、薬剤師会 、歯科医師会
そ の 他関連機関・団体 と の 調整
（受 援窓口の 整備）

D
H
E
A
T

支
援
の
受
援
体
制
の
構
築



本部長（知事 ）

保 健医療部門の 長

県災害医療本部

県災対本部

保 健衛生
部門

医療部門

トップ（保 健所長等）

保 健所危 機管理組織

保 健衛生
部門

医療部門

DHEAT

DHEAT

本部長

地域災害医療対策会 議

支部長

o災害医療Co DMAT
調整本部

o災害医療Co DMAT
活動 拠点本部

SCU本部

一
元
指
揮
（
同
一
組
織
内
の
上
意
下
達
的
な
指
揮
）

官民の 多様な 組織を 一体 運用する た め の 組織横断的な 指揮調整行政内部の 縦割り 組織の 横断的な 指揮調整

DMAT
現場活動 指揮所
病院支援指揮所

DMAT活動 要領に 基づき医療本

部長に よ る 包括的指示の も と 、
DMATを 一元的に 指揮調整

県災対本部の 下に 設置。多様な 民間医療組
織団体 と 行政を 、あ た か も 一つ の 組織の 如く

一体 的に 機能さ せる た め の 統合 組織

本部・支部に よ る 外部支援資
源も 含 め た 医療資源の 統合 指
揮調整を 補佐（権限移譲）

連携

・郡市医師会 、歯科医師会 、薬剤師会 、
看護協会 等の 医療関係団体

・DMAT以降の 様々な 医療支援チー ム
・警察、消防そ の 他医療以外の 関係団体

保 健医療部門の 長

市町村危 機管理組織

保 健衛生部門 医療部門

地元残存
医療資源

外部支
援医療
資源

本部・支部長に よ る 外部支
援資源も 含 め た 医療資源
の 統合 指揮調整を 補佐（包
括的な 指示）

HC（DHEAT
を 含 む ）

・官民の 多様な 医療組織団体
・県外か ら の 医療支援チー ム 等

災害時の 健康危 機管理組織（行政内部組織と 官民協働の 調整組織）

統合 指揮（多様な 組織団体 が 、共通目標に 向 け て 、 あ た か も 一つ の 組織の よ うに 機能さ せる た め の 調整）



情報 把握様式と ICT

• 医療機関情報 や 防災情報 等既存の 様式、シス
テムを 確認し 、そ の 尊重、情報 共有が 原 則。

• 情報 共有の た め の 見え る 化や 分析評価の ツー
ルの 新設や 改編を 検討する 場合 に H-CRISIS等
の 既開発システム活用を 検討。

• 情報 の 把握、入 力 は 時間と 労力 を 要する た め 、
外部支援者に 委 託する 方策も 平時に 検討。

• 目的、分析評価結果の 還元に つ い て 市町村等
関係者と 事 前に 合 意形成が 必要。



避難所活動 の 目的： ピンクセルは 活動 初 期に 重点的に 把握すべき事 項

・個人 や 家族が 被災に よ る 健康レベルの 低下を で きる だ け 防ぐた め の生活行動 が 取 れ る よ う援助する 。

人 （昼： 人 夜： 人 ）

電話 FAX 施設の 広さ

メー ルアドレス

スペー ス密度 1人 当た り 専有面積 ㎡くら い

氏名(立場)

そ の 他

自主組織

救護所 有 ・ 無 巡回診療 有 ・ 無

有 ・ 無

電気 ◎・○・△・×

ガス ◎・○・△・×

水道 ◎・○・△・×

飲料水 ◎・○・△・×

固定 電話 ◎・○・△・×

携帯電話 ◎・○・△・×

洗濯機 ◎・○・△・×

冷蔵庫 ◎・○・△・×

冷暖房 ◎・○・△・×

照明 ◎・○・△・×

調理設備 ◎・○・△・×

◎・○・△・× （ 箇所）下水 無 ・ 有

清掃 ◎・○・△・× くみ 取 り ◎・○・△・×

手洗い 場 ◎・○・△・× 手指消毒 ◎・○・△・×

風呂 ◎・○・△・× （清掃状況： )

喫煙所 ◎・○・△・× （分煙： 無 ・ 有 )

清掃状況 床の 清掃 無 ・ 有

無 ・ 有 履き替え 無 ・ 有

粉塵 無 ・ 有 生活騒音

寝具 ◎・○・△・× 無 ・ 有

ペット対策 無 ・ 有 無 ・ 有

食事 ◎・○・△・×

炊き出し 無 ・ 有 残品処理

外部支援

ボラ ンティア

有の 場合 、職種（ ）

避難者へ の 情報 伝達手段(黒板・掲示板・マイク・チ
ラ シ配布な ど)

有の 場合 、職種（ ）

有(チー ム数： 、人 数： 人 ) ・ 無

医療の 提供状況

有(チー ム数： 、人 数： 人 ) ・ 無

所在地(都道府県、市町村名)避難所名 避難者数

避
難
所
の
概
況

食事 の 供給
（ ）回

記載者(所属・職名)活動 日

年 月 日

対応

地域の 医師と の 連携

避難所情報 日報
(共通様式)

・公 衆衛生的立場か ら 避難所で の 住民の生活を 把握し 、予測さ れ る 問題と 当面の 解決方法、今後の 課題と 対策を 検討する 。

環

境
的
側
面

組
織
や
活
動

管理統括・代表者の 情報

ペットの 収容場所

不適 ・ 適

換気・温度・湿度等 空調管理 不適 ・ 適

設備状況と
衛生面

ゴミ収集場所

不適 ・ 適

不良 ・ 普 ・ 良

生活環境の
衛生面

現在の状況
（◎十分,○どちら か と い うと 足り て い る ,△どちら か と い うと 不足,×皆無）

トイレ

ラ イフラ イン

寝具乾燥対策

過密 ・ 適度 ・ 余裕 施設の 概要図(屋内・外の 施設、連絡系統な どを 含
む )

有( ) ・ 無

連絡体 制 / 指揮・命令系統

交通機関(避難所と 外と の 交通手段)

避難所活動 の 目的： ピンクセルは 活動 初 期に 重点的に 把握すべき事 項

・個人 や 家族が 被災に よ る 健康レベルの 低下を で きる だ け 防ぐた め の 生活行動 が 取 れ る よ う援助する 。

うち75歳以上 配慮を 要する 人 要援護者数 人

うち要介護認定 者数 の 全 体 像 うち全 介助 人

人 人 うち一部介助 人

人 うち認知障害 人

人 外国人 人

うち身体 障害児

うち知的障害児

うち発達障害児

うち身体 障害者

うち知的障害者

うち精神障害者

うち発達障害者

人

人

人

人

人

人

人

うち
乳児・幼児

うち妊婦 うち高齢者 専門的医療ニー ズ

人 人 人 小児疾患

下痢 人 人 人 精神疾患

嘔吐 人 人 人 周産期

発熱 人 人 人 歯科

咳 人 人 人

便秘 人 人 人

食欲不振 人 人 人

頭痛 人 人 人

不眠 人 人 人

不安 人 人 人

全 体 の 健康状態

活動 内容

アセスメント

課題/申し送り

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

対応・特記事 項

人

人

人

人

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

ま
と
め

防
疫
的
側
面

そ
の
他

風邪様症状
(咳・発熱な どの 動 向 )

乳児

産婦

妊婦

高齢者

障害者

在宅酸素療養者

人 工透析者

感
染
症
症
状

総数

・公 衆衛生的立場か ら 避難所で の 住民の 生活を 把握し 、予測さ れ る 問題と当面の 解決方法、今後の 課題と対策を 検討する 。

対応・特記事 項

人

本日の 状態

配
慮
を
要
す
る
人

人

うち妊婦健診受 診困難者数

人幼児・児童

人

難病患者

対応・特記事 項服

薬

者

数

うち高血圧治療薬

うち糖尿病治療薬

うち向 精神薬

人

有
症
状
者
数

人 数の 把握

服薬者

感染症症状、そ の 他

アレルギー 疾患児・者

人

外傷

人

人

食中毒様症状
(下痢、嘔吐な どの 動 向 )

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

記載者(所属・職名)

年 月 日

活動 日避難所避難者の 状況 日報
(共通様式)

避難所名

【改正ポイント１】

ピンクセルは 初 動 期
に 必要な 項目で あ
り 、

重点的に 把握すべ
き事 項と し た

【改正ポイント２】

ラ イフラ インは 生活
者の 視点か ら 見た
４段階評価と し た

【改正ポイント３】

専門的医療ニー ズ・
配慮を 要する 人 の 全
体 像を アセスメント
する よ う項目を 追加
し た

【改正ポイント４】

プルダウン機能を 活
用し 、集計が 可能と
な る よ う整備し た

新た な 「避難所情報 」・「避難所避難者の 状況」調査様式



H-C RISISを 活用し た 保 健医療情報 の 集約と 評価

H-CRISISは、以下の情報をリアルタイムでDHEA Tに提供す

①震度等情報、②道路情報、③EM IS情報、④避難所情報

H-CRISISは、以下の情報をリアルタイムでDHEA Tに提供す
る。

①震度等情報、②道路情報、③EM IS情報、④避難所情報

情報登録

健康危 機管理支援ラ イブラ リー システム
Health C risis and Risk Inform ation Supporting InternetSystem （H-C RISIS)

①震度等情報

②道路情報

③EM IS情報

④避難所情報



連携・協働の 体 制 整備、訓練（松）

• 市町村の 受 援体 制 、 受 援計画と の 調整

内閣府の 避難所運営ガイドラ インに 沿っ た

体 制 整備の 支援

・ 保 健師業務の 支援に お け る マネジメント支援

フェー ズ毎の 先を 見通し た 支援、ロー ドマップ

提示の で きる 後方支援体 制 確保 ：神戸市資料

・ 防災部局、市町村、住民自助と の 一体 的な 連

携・協働の た め の 体 制 整備、情報 システム構

築、防災訓練：静岡県、徳島県、高知県資料



神戸市の 大 規模
災害時に お け る
受 援対象業務
と 応援要請の 流れ



防災部局、福祉部局（要配慮者対応）の み で 、避難所の 運営に 係る 課題を 考え る こ と で
は 、避難所の 「質の 向 上」は 望め ま せん。トイレを と っ て み て も 、上下水道、廃棄物、施設営
繕、汲み 取 り 、清掃等、様々な 部署の 参画が 必要で す。

ま た 、避難者の 健康維持を 考え る と 、行政職員 だ け で は 、 そ の 支援は 不十分で す。「医
療・保 健・福祉」の 専門職能団体 と の 連携を 図り ま し ょう。ま た 、避難者の 生活を 支え る た め
に は 、避難者の 要望・希望に 沿っ た 支援を 行っ て くれ る ボラ ンティア・NPO団体 と の 協働も 不
可欠で す。普段か ら 顔の 見え る 関係を 構築し ま し ょう。

市町村災害対策本部に 部局を 超え た 「避難所支援班」を 編成
（内閣府避難所運営ガイドラ イン：H28.4）

市町村単位に 、避難所支援班（部局横断的に 構成）と 外部支援者、避難所運営委 員 会
と 情報 共有し て 、連携協力 する 体 制 づくり と 、 そ の 中で 、市町村の 保 健医療部門が
外部支援者を 含 め て 組織横断的な 情報 共有と 調整が で きる よ うに する こ と が 重要！









情報交換

情報 交換

保健所長会
理事会・会員

活動提案

国立保健医療科学院
金谷先生

一斉メール等

相談・指示

広報担当：
保健所長会HPに会員向けの

支援情報サイト開設（会員や
現地保健所への情報提供等）

情報提供・支援

情報管理(未完)
情報提供
提案 等

H-CRISIS

情報提供

会員等向け情報提供

全国保健所長会の熊本地震後方支援対応の流れ図(2016.4.27時点)

健康危機管理に関する委員会委員長 熊本県保健所長会会長

副会 長・常務理事 ・副常務理事
健康危 機管理に 関する 委 員 会
地域保 健対策強化委 員 会

熊本県保 健所長会 会 員

寄り添い後方支援メーリングリストによるネットワーク

約70人（平成28年4月27日現在）

保 健所長会 事 務局

厚 生労働科学研究「古 屋班」
地域保 健総合 推進事 業「伊東班」
被災地域派遣医師

大 分県保 健所長会 会 員
有識者・関係団体

支援チー ム
保 健所長会 長、健康危 機管理委 員 会 副委 員 長、衛
生部長会 標準化委 員 会 委 員 長、 古 屋班、伊東班、
広報 担当理事

支援の 提案、支援状況の 整理、そ の 他委 員 長が 必
要と 認め る も の

情報提供 情報のとりまとめ
情報提供
サイトの開設

情報提供
提案

提案

要望等



メー リングリストの 運用上の 視点

• 有識者や 他の 行政関係者も 加え た 「後方支援」を 主と し た
情報 共有に 特化

• 受 援者側の 負荷を 少な くする こ と を 最優先に 、参加者を 絞っ
た 後方支援

• 被災地現場と 後方支援者か ら の 情報 共有の た め の メー ル
交換を 共有

• 定 期的に 後方支援者の メンバー が クロノロと し て 記録し ，
一つ の 文書ファイルに 追記する

• 受 援ニー ズと 支援情報 の マッチング、関連サイトの 紹介等
を 図る

• 経緯や 成果の 記録等に つ い て は ，随時，全 国の 保 健所長
に還元する➡今後、全国の保健所長全員の参加を検討



第１段階 IC S理解（梅）
指揮者、部門の 立ち上げ、統制 範囲、情報 共有、資源管理と 優先配分、統合 指揮等

第２段階 初 動 対応の 確認（梅）
各種マニュアル準備、アクションカー ド、連絡先一覧や 確認表等の 様式作成、クロノロ
発災時の 情報 収集方法、初 動 訓練の 実施等

第３段階 市町村と 保 健活動 で 連携（竹）
災害時の 役割分担、だ れ が ・どこ か ら ・どの よ うに 情報 収集、起こ り うる 災害の 被害想定 と
関係機関の 準備、避難所で の 保 健所と 市町村の 役割分担、保 健師派遣調整訓練の 実施

第４段階 避難所運営を 学ぼう（竹）
避難所運営を 概観する ；避難所対応組織 避難所情報 を 収集する 、避難所スペー ス；
トイレ 飲料水・生活用水 医療提供 介護 ペット、避難所情報 分析方法

第５段階 医療機関連携と 医療コー ディネー ト（竹）
災害医療コー ディネー トの 保 健所の 役割、DM AT研修に 参加、EM ISに よ る 情報 収集と
分析、医療コー ディネー トの 体 制 を 構築、 医療コー ディネー ト訓練の 実施等

第６段階 DHEATを 知り 、 受 援体 制 を 整備（松）
DHEATと は 、 D HEAT研修の 活用、DHEAT受 援体 制 の 整備等

資料 保 健師派遣調整訓練、医療コー ディネー ト訓練、初 動 訓練の シナリオと 教材

保 健所に お け る 災害対応準備ガイドラ イン（案）

初 歩的段階か ら 、 DHEATの 受 援に 至る ま で 、各段階に 応じ た ガイドラ インの 骨格



今後の 計画

・全 国の 保 健所が 本研究班の 成果物の ガイドラ イン等を 用い て DHEAT
人 材育成や 受 援体 制 の 構築の た め に 行動 する こ と を 目標に し て 、
D HEAT研修、広域防災訓練と の 連携を 図る 。

・ガイドラ インを DHEAT研修テキ ストや 広域防災訓練の シナリオと 関連
づけ る こ と を 目指し て 、 古 屋班、全 国衛生部長会 標準化委 員 会 と 協働し
な が ら 、バー ジョンアップ、ブロック研修の 一環と し て 、研修参加保 健所
に DHEATに 係る 人 材育成や 受 援体 制 の 構築の 実践、広域防災訓練へ
の 参画・実施を 働きか け る 。

・ま た 、研修参加者が 、自ら の 保 健所に お い て こ の 実践に 取 り 組む の を
支援する た め 、ブロック単位あ る い は 都道府県単位で アドバイスで きる
指導者育成を 進め 、 こ の 指導者も 参画し た DHEAT全 国組織を 形成し 、
DHEATブロック研修の 実効性の 向 上に 協力 する 。

・さ ら に 、 こ の 研修スキ ー ムの 効果測定 の た め 、研修前後の 保 健所の 取
組み の 進捗度を 調査し 、実用的な ガイドラ イン、研修教材の 改良を 進め
る 。



災害時公 衆衛生こ と は じ め へ 先進事 例の 有効活用
ー 研修や 訓練で 、取 り 組み の 見直し に ー

• 県内DHEAT創設は 、大 分県を 参照し 、県内研修は 長崎県
に 学ぶ、所内外で の ICSの 基本理解は 池田（髙山班）ガイド
ラ イン・研修活用

• 医療を 組み 込んだ 組織立ち上げは 、滋賀県に 学ぶ

• 官民協働は 広島県に 学ぶ

• 地域災害医療対策会 議の 保 健所・市町村・被災現場で の
構築と 運営は 高知県に 学ぶ

• 危 機管理防災と 公 衆衛生の 一体 的、組織的な 連携・協働
の 仕組み と 訓練は 、神戸市、徳島県、静岡県に 学ぶ

• 受 援計画、先を 見通し た 支援・ロー ドマップは 神戸市に 学ぶ

• 派遣元等外部か ら の 後方支援は 神戸市、滋賀県に 学ぶ

• DHEATの 機能、ノウハウ、ツー ルは 古 屋班の 成果物参照



先進地訪問調査
各地域の 取 り 組み の 特徴

静岡県 市町と 統一し た 災害時健康支援マニュアルの 運用と 充実し た 訓練実施

滋賀県 災害時の 医療救護活動 に 関する アクションカー ドの 作成

神戸市 充実し た 受 援・支援体 制 ：受 援計画と 先遣隊派遣チー ム

徳島県 各種コー ディネー ター 配置に よ る 災害時健康危 機管理体 制

高知県 発災早期の 地域の 総合 的対応力 アップの た め に ICS活用

広島県 官民協働の ニー ズに 応じ た 多職種派遣体 制

大 分県 豪雨水害対応で 実践 災害時公 衆衛生対策支援チー ムの 嚆矢

長崎県 人 材育成か ら 取 り 組む DHEAT



災害時公 衆衛生こ と は じ め で 見え た こ と

大規模災害時への備え、受援体制構築の全体像の理解と調整は、地域
保健法基本指針に基づく保健所機能の再構築と強化、活性化に直結す
る「保健所機能のルネッサンス」であり、保健所職員のモチベーショ
ンを高め、市町村や関係機関・団体との連携・協働を図る重要な好機

平時からの協働のない組織(市町村、防災部局、施行時特例市、中核
市指定都市等)との災害時連携・協働の調整が必須も難航？内閣府の
示すガイドラインや報告書を示し、広域防災訓練が調整を進める好機

大規模災害時の健康危機管理を迅速に適切に実行できる人材の育成に
は、被災地支援に実働した経験知の蓄積と継承の効果が絶大(神戸市)
であることから、DHEAT研修によって育成した人材が、様々な被災地
支援に派遣される現場経験と、派遣元からの情報・ノウハウ提供、情
報・情勢分析、戦略指南等の後方支援経験のいずれもが、即戦力とな
る人材育成に重要であり、災害時支援・受援の経験知の全国的な共有
に資する(DMATと同様)。



地震調査研究推進本部ホー ムペー ジ「主な 海溝型地震の 評価
結果（2016年1月13日現在）」を 加工し て 作成

今後30年間の主な
地震の規模（M6以上）と発生確率

40%程度
安芸灘～伊予灘～豊後水道の
プレート内地震
M6.7～7.4

70%程度
南海トラフ
M8.0～9.0クラス

70%程度

相模トラフ沿い
M7.0程度

90%程度
茨城県沖
M6.7～7.2

60%程度
宮城県沖
M7.0～7.3

90%程度
三陸沖北部
M7.1～7.6

50%程度
根室沖
M8.3程度



Sラ ンク：活断層に お け る

今後30年以内の 地震
発生確率が 3%以上

地震調査研究推進本部
ホー ムペー ジ
主要活断層の 評価結果
（2016年1月13日現在）」
を 加工し て 作成



全 て の 保 健所で 身の 丈に 合 っ た 受 援体 制 の 整備に 取 り 組も う。
ー 大 規模災害の 全 て の 犠牲者へ の 真の 慰霊の た め に ー
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